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8・GeraldF・Hess，ListeningtoOurStudents；Obstructingand  

EnhanclngLearnlngin LawSchool  

（1）はじめに   

法科大学院制度が発足して、ほぼ1ヶ月が過ぎようとしているが、法科大学院教  

育の現場では、すでに様々な課題が噴出している。   

特に、九州大学法科大学院は、教員1人当たり3名または4名の学生を割り当て、  

学生からの修学相談等に応じるチューター制度を設けており、また、毎月1回は、  

全学生と全教貞・スタッフが参加できるパーティを実施したり、さらには、学生か  

らの要望を聴くアンケートや懇談会等も実施してV）るので、教員サイドに学生から  

の様々な要望や不安が伝えられる。多岐に及びかつ広範囲にわたる要望や不安、さ  

らには感謝やクレームの中には、教員と学生との関係や教員の教育のあり方に関す  

るものなども、少なからず存在する。   

九州大学法科大学院では、これまで、繰り返しFDを行い、法科大学院教育の基  

本的なあり方や、2年間ないし3年間で学生が到達すべき知の水準や獲得すべき能  

力について議論を重ね、本来的には資格試験であるべきものでありながら競争試験  

となりつつある新司法試験をどのように考えいかに対応すべきか、さらには、どの  

ような基本意識や教育技法を用いて、九州大学法科大学院の考える理想の法曹を育  

成すべきかなどについても、活発な議論を行ってきた。その中でも、新司法試験に  

ついては、まだその具体的な細目が明らかになっていない中で、様々な意見交換が  

行われた。しかし、不確定な標的をめぐる議論は当然のことながら収束を見ること  

はなく、最後には、旧来の司法試験予備校型の教育を行う類の法科大学院が見られ  

なくもない現状で、『司法制度改革審議会意見書』の呈示した「法科大学院の理念」  

に最も忠実な形で、高邁な理想を掲げつつその理念を具体的にシステム化したと考  

える九州大学法科大学院の修了者全員が合格できるような新司法試験でなければな  

らない（「今次の司法制度改革の文脈における新司法試験制度の成否の試金石は、九  

州大学法科大学院の修了者、とりわけ非法学部卒の未修者の合否にかかっている」う  

という発言までも産み出した。   

なお、FDは全員参加を大前提としていたが、一方で、4月以前に開催されたF   
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Dに4月に赴任する予定数貞（研究者教員・実務家教員）の積極的な参加が見られ  

たものの、他方で、既存の教貞スタッフの欠席もまた少なからず見られた。   

このように、教員間における教育方法などに関する意思統一も、極めて困難の状  

況にあり、また、各科目毎に、その教育のあり方や洒養すべき能力も、異ならざる  

を得ない面があることから、現在のところは、授業方法、授業内容、課題の量、そ  

して小テストや論文試験等の実施は、各教員の自由な判断に重ねられている。   

九州大学法科大学院では、基本的には、一方で、学生の自覚と自学自修を促しな  

がら、他方で、できるだけ学生の要望にも耳を傾けながら制度の改善を図っていく  

という基本方針を確認しでいるが、法科大学院制度は、この国で初めでの本格的な  

正規のプロセスを通じた法曹養成教育であるので（川嶋四郎「法科大学院構想をめ  

ぐる議論の到達点とその課題工一法曹養成教育の現状と各種の構想を踏まえて  

一」法学セミナー547号56頁〔2000年〕）、教貞や学生の間に、その教育のあり方を  

めぐって少なからぬ当惑が見られるのも、また事実である。   

ある学生は、従来の法学部教育・大学院教育とのギャップに驚き、またある者は、  

法科大学院入学が必ずしも自動的な法曹資格の取待を意味しないであろう現実に直  

面して困惑する。特に、基本的な学力に優れた学生たちであっても、初めて法学を  

学ぶ者たちは、一概に法学未修者とは言ってもその中には法学部教育を既に経てき  

た学生たちもかなりの数存在することから、課題の童に圧倒され、また当初から知  

識の格差に衝撃を覚えると共に、法学の手強さの前に気圧され立ち疎むことさえあ  

る。それらは、情報化社会である現代において、各法科大学院に在学する学生たち  

の聞のネット上の情報交換等が、時に歪んだ情報をもたらし、疑心暗鬼を生じた学  

生たちに、ともすれば本来の学業への取り組みを忘れさせ、不安と不信を増幅させ  

る事態さえ、生じかねないのである。   

このような塊状で、しかも、教員の基本スタンスに対しても変革を迫る法科大学  

院制度の始動にさいして、学生と教員との間の基本的な関係のありようを考えるこ  

とは、極めて有意義ではないかと考える。そのさいに参考になるのむま、やはり、ロー・  

スクール教育について長い実績の積み重ねられたアメリカの例である。そこでは、  

これまで見てきたように、教育のあり方についても、専門的な研究が行われ、ロー・  

スクールに捌ナる法学教育についての法律専門雑誌もいくつか刊行されている。  
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今回紹介する論文は、GeraldF．Hess，ListeningtoOurStudents；Obstru云ting  

and Enhancing Learningin Law School，31San Francisco Law Review，  

941（1997）である。この論文「学生たちに耳を懐ける；ロー・スクールにおける学  

修の阻害要因と促進要因」では、学部を卒業した学生たちへの教育の基本的なあり  

方が論じられ、学生へのインタグユーに基づいて、ロー・スクール教育の基本的な  

再構築が提言されているのである。   

Hess教授は、ワシントン州スポケーン市にある、Gonzaga大学ロー・スクール  

「ロー・スクール教育研究所」の所長を務めている。教授は、すでに日本でも馴染  

みが深く、2004年3月2日に、財団法人日弁連法務研究財団の主催で開催されたシ  

ンポジウム「法科大学院の教員の教え方に関するシンポジウム惰日本型ロー・ス  

クールに適した教育方法－」で基調講演を行い、また、ビデオ教材ジェラルド・  

ヘス監修（町村泰貴編）『ロースク「ルの教え万一－－－American  

PrinciplesandDemonstration－』（日本評論社＼2002年）の監修者でもある（さ  

らに、日弁連法務研究財団編『法科大学院における教育方法』〔商事法務、2003年〕  

には、GeraldHessandStevenFriedland，TechniquesforTeachingLaw〔Car－  

01inaAcademicPress，1999〕の翻訳が掲載されている）。   

以下、学生たちの言葉にも耳を傾けて、ロー・スクールにおける学修の阻害要因  

と促進要因とを分析するこの論文を、要約的に紹介していきたい。  

（2）論文紹介   

1）序   

ロ→・スクール学生には、多くの特徴がある。彼らは、概して、学部段階で優秀  

な成績を修め、法の学修に胸を躍らせ、学ぶ意欲の高い学生である。しかし、学生  

たちには、多くの点で差異があり、それには、年齢、人種、性別、生活経験、性向、  

社会的・経済的背景、文化、学修スタイル、身体の障害、ロー・スクールに通う目  

的、法曹としての志望などがある。ロー・スクールの教員は、すべての学生の学修  

効果を極大化するために、これらの差異を考慮に入れなければならない。   

この論文は、これまでのこの分野における研究と、今日のロー・スクールにおけ  

る多様な学生の現実の生活経験とを結びつける。本稿の主要な主張は、ロー・スクー   
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ルの教員は、ロー・スクールにおける教育・学修環境に関する学生の認識や考えに  

耳を傾けることによって、教育を向上させ、かつ、すべての学生の学修を向上させ  

ることができるというものである。そのような認識は、高等教育の基本原則にも即  

応するものである。   

2）高等教育における教育と学修に関する文献   

その教育や学修に関する数多くの文献が、高等教育の領域には存在する。その主  

題としては、成年を教育するさいの原則、カリキュラムやクラス編成、革新的な教  

育技法、効果的な質問の仕方や議論の運び方、学鹿のスタイル、学生の授業評価や  

成績評価等がある。   

以下では、成年教育の原則とクラスでの調査に分けて、ロー・スクール教貞が、  

教育と学修に関する学生の声に耳を傾けることの大切さを簡潔に措きたい。  

（心 成年教育の原則   

ロー・スクールに捌ナる法学教育者は、以下に掲げる成年教育に関する6つの基  

本原理を理解することによって、教育方法を向上させ、学生の学修を深化させるこ  

とができる。   

①自主性 学修に参加することは、本来、自主的かつ任意的なものである。成  

年の学修の場合は、特にそうである。成年の学生は、新たなスキルを獲得し、既に  

修得したスキルを伸ばし、新たな知見を獲得し、そして、新たな洞察力を得たいと  

考えるからである。成年の場合には、通常、学修に対して高い動機付けを有してお  

り、自ら進んで、議論やグル－プ学習等の学びの機会に参加することを望んでいる。  

しかし、成年の場合には、 その教育が、自己のニーズを満たさないなどと感じた場  

合には、そこから速やかに身を引くこともある。また、ほとんどの成年は、授業中  

に屈辱や恥辱を受けた場合には、そこから撤収するであろう。   

②尊敬 教員と学生との間で相互に尊敬し合うことは、効果的な教育・学修環  

境の基礎を形作る。良き教育の中核を成すのは、教員が学生たちを個人として評価  

していると学生たちが感じているこ・とである。しかしながら、学び辛が成長するた  
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めには、学生たちが、自己批判的な「自省力」を身につけ、かつ、敦貞や学生らか  

らの各種の「挑戦」を受け止め、自らの思考方法や行動様式を変容させていかなけ  

ればならない。したがって、教員にとって困難な職務は、学生が尊敬されていると  

感じ、進んでその様な「挑戦」を行ったりそれを受け止めたりすることができるよ  

うなクラスの環境を、確立することである。   

③協働 教貞と学生は、協働的な作業に携わる。学生と教員とが協働して、学  

修コースの目的、教育‘学修方法および評価基準などを協議することを通じて、コー  

ス・プログラムや授業をデザインすることは適切である。協働と．は、継続性を意味  

し、一旦作成されたコース‘プログラムや授業などの変更を行うさいにも、協働作  

業が有益である。   

④文脈 教育は、理念や知見を探究することに関わる。しかし、その探究は、  

真空状態の中で行われるのではなく、成年の学生は、従前の経験の文脈の中で再定  

位させることによって、新たな概念や技法等を学ぶのである。その学び手は、学び  

の過程を通じて、その理念や技法を、文脈に即した形に変容させて、現実の社会に  

適用していくのである。   

⑥積極的な学修活動 積極的な学びの姿勢が意味するのは、学生たちが、受動  

的に授菓を聴講するだけではなく、より積極的に学びの過程に関わることである。  

そのための技法には、議論・討論、問題解決、シミュレーション、ライティング、  

そしてフィールド・ワークなどが含まれる。積極的な学修活動は、より高レベルの  

患考を促進させ、技法を向上させることになる。   

⑥評価 効果的な学生評価は、学生のモチベーションを向上させ、その学修の  

手助けとなる。効果的な評価は、複数回行うこと、多様な形で行うこと、および、  

公平に行うことという、3つの特徴を有している。第1に、評価を複数回行うこと  

によって、学生も教員も、学期を通じて、進歩の過程をモニターでき、適切な調整  

を行うことができるようになるのである。調査によれば、頻繁に評価を行うことに  

よって、顛末試験における学生の達成度を向上させるとのことである。第2に、多  

様な評価方法としては、例えば、ペ】パー・ テスト法律雑誌の編集とそれへの寄  

稿、択一式の試験、レポートの作成、および、実務技法の実地テストなどがある。  

異なった評価手段を用いることは、多様な目的にういて、様々な学生の達成度を評   
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価するのに適切である。第3に、公平な評価は、学生がそのコースの目的を達成し  

ているかど、うかを評価するために行われる。その評価の前に、教員は、その期待と  

評価基準を明らかにし、学生たちには、その評価の前に、これまでの授業の復習を  

行い試験に備えることができるだけの時間的な余裕が与えられねばならない。  

但）授業についての調査   

授業の調査は、学生が何をどの程度学んでいるかを、教員が明らかにする手助け  

を与えることを意図している。これによって、教員は、授業内容や学生の理解度等  

についての情報を、学生から得ることができるのである。教員は、それらの情報を  

用いて、学生の学修をより効果的なものにするための教示を行うことができるので  

ある。   

授業の調査は、教員が学生の理解度を向上させることだけではなく、学生が十分  

に自己評価を行いかつ自己決定を行う手助けを与えることをも目的としている。   

このような調査は、教育と学修に関する次のような仮定に基づいている。  

a．学生の学修の質は、専らではないものの、直接、教育の質に関わっている。   

したがって、学修を向上させる方法のひとつは、教育の向上である。  

b．教育を効果的なものとするために、教員は、まず授業の目標を明示的に示し、   

かつ、学生がその目標をどの程度達成しているかについての情報を得る必要が   

ある。  

c．学修を向上させるために、学生は、早期かつ頻繁に、適切かつ具体的な対応   

や意見を教員から受け取る必要がある。  

d．教育と学修とを向上させる蓋然性が高い調査方法は、担当教員によって行わ   

れ、かつ、自己の授業に関わる問題に関するものである。  

e．授業の調査を行うにさいして、特別な訓練は必要なく、あらゆる教員が、そ   

れを遂行することができる。  

授業の調査は、それほど複雑ではなく、次のような方法により行うことができる。  
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①小さな書面の配布  この手法は、教員が、学生から情報を集める迅速かつ簡  

単な方法である。教員は、授業の初めに授業を数分間中断し、学生たちに質問を行  

う。例えば、「今日の授業で、あなた方が学んだ最も大切なことは、何ですか。」な  

どといった質問をし、学生たちは、配布された小さな書面にその回答を記載し、ク  

ラスが終了したときに、提出するのである。   

②問題解決のための資料の配布  これは、教員と学生に、問題解決技法に対す  

る有益な洞察力を与える。教員は、学生が解決すべき問題を割り当てる。学生は、  

その間題を分析するさいに採るべき手段を書面で回答する。   

③教員が作成した学生アンケ「トの配布 これによって、教員は、授業におけ  

る教育・学修活動の有効性について、学生から情報を得ることができる。まず、教  

員は、学期が終わるまでに、その授業内容を向上させるために、学生から情報を入  

手することができる。次に、教員は、授業における個別的な目標や教育方法に焦点  

を当ててアンケートを実施することもできる。例えば、「あなたにとっては、どんな  

教育・学修活動が、最も有効ですか」、「あなたにとって、どんな教育・学修活動が、  

最も有効ではないですか」、「どのような新たな教育・学修活動が挑戦されるべき課  

題と考えますか」などが、そのサンプルである。   

3）ロー・スクールにおける学生の学修に対する阻害要因と促進要因   

本論文の後半は、ロー・スクールで学ぶ多様な学生の観察結果の報告である。こ  

れは、65人の学生に対して延べ16時間かけて行われたインタビューをビデオテープ  

に採録したものによる。学生は、人種、性別、年齢、文化的・社会的－・経済的背景  

等の点で、多様であった。全米各地の6つのロー・スクール（大規模校もあれば小  

規模校もあり、州立のものもあれば私立のものもある）の学生にインタビューが行  

われた。   

そのさい、2つの質問が呈示された。第1は、「授業中に起こることのなかで、学  

びを阻害することがらは何か」であり、第2は、「授業中に行われることのなかで、  

学びを促進することがらは何か」である。   

以下では、学生の回答を、先に掲げた6つの原則に則して分類し評価していきた  

い。  
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（心 自主性   

①阻害要因  学生たちは、自らの自主的な学びへの参加を阻害する、教員のあ  

る種の行為を指摘した。それらの行為は、学生が、積極的な参加から身を引く原因  

にもなるのである。   

多くの学生は、学生との間や学生間に対立的な関係を、教員が創出したりするな  

らば、積極的な活動を控えることになる‘と指摘した。学生に恥辱を与えることは、  

教室の雰囲気に害毒を垂れ流す教員の言行の中で、最たるものである。   

また、学生の中には、授業内容が極めてハードであるので、教員が、指名したと  

きに、恐怖感を覚える学生もいた。   

教員は、教室内で排他的な環境を創ることによって、ある学生たちの参加を阻害  

することがある。例えば、ある教員は、自分の考える観点とは異なった内容をもつ  

学生のコメントを無視したり、一群の学生のみを指名したりする。それにより、学  

生たちは、授業に参加しても無益ではないかとか、クラスで必要とされていないの  

ではないかなどと感じたりするのである。   

なお、教員が冗談などを言っても、それが、学生たちのバックグランドや文化に  

見られない異質なものである場合には、疎外感を感じることがある。また、そこで  

の文化が、白人男性によって支配されているようなものである場合には、そうでな  

い者は、隔離されたような疎外感を味わったりもする。   

②促進要因  学生たちは、教員が学生の積極的な学修をサポートするために、  

多くの示唆を提供してくれる。   

まず、教員は、学生が適切な形で積極的な参加ができるように、安定的な学修環  

境を創造すべきである。   

次に、教員は、学生の参加を促進するために、学生から多様な視角や展望を探し  

求めなければならない。   

また、教員は、学生の授業準備や授業参加を容易にするように、授業構成を行わ  

なければならない。Y学生は、 

に学生に書面質問を事前に配布し、そして、授業の前にその間題を解いておくこと  

などによって、授業を構成することなどを、指摘したりもしたのである。   

さらに、教員は、学生たちが熱心に学修に打ち込めるように、動機付けを行うベ  
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きである。学生たちが、モチベーションを高められるのは、教員が、授業に対して  

情熱を示し、授業の準備を一所懸命に行い、教員とは異なるバックグランドをもっ  

た学生たちに、それを伝える場合である。  

（功 尊敬   

①阻害要因  学生たちは、教員が、授業中に相互の尊敬を確立しなければ、学  

修が妨げられることになると指摘した。また、学生たちは、教員が、クラスでは互  

いに学生が尊敬し合うように促すべきことを期待している。それは、ロー・スクー  

ルが、非常に競争的な環境であり、ともすれば互いに傷つけ合いかねない からであ  

る。教員の責任は、単に教員と学生との間で尊敬し合える関係を形成するだけでは  

なく、学生間でもそのような関係を形成することにある。  

ただ、不幸にも、教員が、時折、一定のコメントを付すさいなどに、学生に対し  

て失礼な言辞を用いる場合もあることが、学生の指摘から明らかになった。例えば、  

学生の名前を呼ぶさいにある事件が起こった。それは、日系アメリカ人の学生につ  

いてであるが、その教授は、その学生名前を正確に発音することができなかったの  

で、「ミスター・ヒロシマ」と呼んだのである。また、人種的またはバックグランド  

に関して、偏見をもった教員の発言も、不快感をもたらすのである。   

また、あたかも、マイノリティの学生が、マジョリティの学生よりも能力的に劣  

るかのように考えて、教員が→定の行動をとる場合も、同様である。   

＠促進要因 学生たち 

いくつかの具体的な示唆を与えてくれた。第1に、多くの学生たちは、教員が学生  

の名前を覚えることの重要性を強調した。学生の名前を覚えた教員は、学生に個人  

として大きな関心をもち、その学修に関心を寄せるヱとになると考えられるからで  

ある。第2に、学生たちは、教員が学生生活や学生の意欲に関することがらを知る  

ようになることも、同様に重要であると考えている。例えば、「休暇には、故郷のア  

ラスカに帰るの？」とか、「家族は元気？」といった、ほんの数秒の問いが、学生と  

教員関係をよりよいものにするとの指摘も見られた。第3に、学生たちは、教員が、  

授業中に弁護士業等について一定の情報を学生に伝え、それを共有すべく努める場  

合には、特に評価されたと感じるという。第4に、教員は、すべての学生に対して   
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高い期待を示すことによって、学生たちに尊敬の念を示すことができる。第5に、  

ある学生は、相互の尊敬の本質が、学生が教貞に対してもアドヴアイスを与えるこ  

とができる環境の存在にあるとも指摘したのである。  

の 協働   

①阻害要因 学生と教員は、学び手と教え手が、授業やコースの目的、教育方  

法や学修方法および評価の基準を形成するさいに、意見交換を行うことを通じて、  

協働作業に従事する。しかし、ほとんどのロー■スクールの教員は、その教育の設  

計に、学生をほとんど関与させないかあるいは全く関与させないと、学生は考える。  

また、コースなり授業なりの目標が明示されても、多くの教具は、学生がロー・ス  

クールの授業全体の中で考える目的には、注意を払っていないとの指摘も見られた。  

さらに、ある授業のために一定の教育方法や学修方法を採用している場合でも、多  

くの教員は、学生が異なった学修のスタイルを有しているとし）う事実を無視してい  

るという学生からの指摘も見られた。   

②促進要因  ある学生は、彼らのニーズにより即応的なコースや授業の設計過  

程を措いてくれた。つまり、教員は、当該コースやクラスの目標を、明確な形で学  

生に伝えるべきであると、ある学生は指摘したのである。また、教員は、様々な学  

びのスタイルに即応できるように、多様な教育、学修および評価の方法を用いるべ  

きであるとも指摘された。コースを通じて、教員は、学生の意見を聞く機会をもち、  

教育方法の有効性に関する学生の反応に基づいて、教育方法・学修方法の再検討を  

行うべきである。   

学生が措いたコース・デザインの仕方は、先に述べた成年教育の諸原理に適合す  

るものであり、学生の指摘は、教育方法の基本的な欠点を明らかにし、その軌道修  

正のために有益である。ただ、注意すべきは、どの学生も、コースや授業の共同決  

定権を学生が有しているとは考えていないことである。これに対して、学生も教員  

もコース・デザインについて責任を共有するという成年教育の基本原理は、ほとん  

どのロー・スクール教員や学生には、あまり知られていないことがらなのである。  
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（功 文脈   

①阻害要因 学生たちは、教員が、文脈を抜きにして新たな概念や技法を呈示  

する場合には、学修を非常に困難であると感じる。また、学生たちは、現実の生活  

には適用されない抽象的な概念と格闘していることも指摘した。例えば、ある学生  

は、多くのロー・スクール教員が、非常に知的でかつ極端に学問的であるので、時  

折その中で自己を見失い、現実の生活に回帰できないでいるので、その授業が分か  

りにくV）ものになるとも付言したのである。  

②促進要因 学生たちは、新たな概念の理解を助けるための教育方法について、  

その具体例を呈示しでくれた。多くの学生は、まず新たなトピックを概観的に示し、  

それを具体的な文脈の中で説明し、学生の理解度をチェックし」授業の終わりに要  

約したり、また、授業の初めに前回の授業のまとめを行ったりする教員を、素晴ら  

しい教員と評価している。   

また、、学生の指摘によれば、学修が促進されるのは、教員が新たな概念や技術を  

現実の生活の文脈で提供してくれる場合であるという。ある教員たちは、抽象的な  

概念を説明するために、様々な具体的事例を用いたり、法的な文書の具体的な用い  

方の例を示したりして＼現実の生活の文脈の中で」法的概念を説明し具体化してく  

れることによって、学生の理解が増進されるとの声も聞かれたのである。  

匿）積極的な学修活動   

①阻害要因 学生によれば、教員は、専らまたは主として学生に受動的な学修  

を強いる教育方法に依拠することによって、多くの学生の学びを抑制しているとい  

う。また、ほとんどの学生は、ある種の「ソタラティツク・メソッド」，によって、  

その学修意欲を削がれているという。特に学生が指摘するのは、物事を明らかにす  

るというよりむしろ混乱させる類の教員の質問や、質問の回答に対する直接的な拒  

絶的態度といった要因によって、学修意欲が挫かれるというものである。受動性を  

強いる別の方法は、教員・と学生との間における相互のやりとりを欠いた状態で一方  

的な講義が行われる場合である。   

②促進要因 教貞は、多様な積極的手法を用いて、 学生の学修をサポートする  

ことができる。学資の指摘によれば、それには、次のような積極的な教育・学修活   
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動がある。例えば、学生にプレゼンテーションをさせる場合、教員が学生の宿題に  

コメントを付して返却する場合、ロールプレイやシミュレーションを行わせる場合、  

学生の理解を増進させかつ学生の回答に対して受容的・応答的な反応を返す形で「ソ  

クラティツク・メソッド」が用いられる場合、討論やディベー トが行われる場合、  

具体的な設例を活用した問題解決型の授業が行われる場合、小グループに分けて議  

論や交渉等が行われる場合、その他、リーガル・クリニックやエクスターンシップ  

が行われる場合などが、挙げられたのである。  

（再 評価  

①阻害要因   多くの学生は、ロー・スクールにおける典型的な評価方法である  

期末試験方式に対して、極めて批判的である。不幸なことに、学生たちは、ほとん  

どのロー・スクール教員が評価方法に関する代替的な手段に対して好意的であるこ  

とについて、ほとんど信頼を寄せていなかった。   

②促進要因  評価のスキームは、学生にモチベーションを与え、学修を容易に  

し、学生の達成度や理解度を正確に評価できる手法を用いるべきである。また、学  

生たちは、その経験を踏まえてロー・スクール教育を革新するための多様な手法を  

示唆してくれた。それには、例えば、試験、法律書面の作成、法律稚誌の編集とそ  

れへの寄稿、そして、実践的な技法の評価等が含まれていたのである。   

4）括   

ロー・スクールにおける法学教育の質の改善を求める人々は、教員の達成度だけ  

ではなく、学生の学修度にも、関心を払わなければならない。   

高等教育の領域には、ロー・スクール教員もアクセス可能な教育と学修に関する  

文献が数多く存在するが、それらの文献には、成年教育の基本原則が描かれている。  

それに加えて、授業評価の動向は、法学教育に携わる者に、 

修についての効果的な2段階のプロセスを提供してくれる。まず、第1に、教員は、  

学生に、教育方法や学修方法の有効性について、頻繁に尋ねるべきである。次に、  

第2に、教員と学生は、その後の適切な調整や軌道修正を行うために、相互をと応答  

を繰り返すべきである。  
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元来、ロー・スクールにおける法学教育では、すべての学生が、その学修効果を  

極大化するための機会が提供されるべきである。本稿では、多様な学生からのイン  

タヴューを通じて、ロー・スクールの教育や学修に関する阻止要因と促進要因を明  

らかにすることができた。それらは、ロー・スクール教育の改革にとって有益であ  

り、「耳を傾ける」ことの価値も、そこから明らかになるであろう。  

（3）おわりに   

法科大学院教育は、始まったばかりではあるが、現在、混迷の度を深めている。   

一方で、心ある教員は、日々、より効果的な法学教育の方法を模索し、その技法  

の向上に向けて試行錯誤や坤吟を繰り返している。他方で、誠実な学生は、既修者  

と末修者あるいは法学部卒未修者と非法学部卒未修者という2層空間が形成された  

システムの中で、その詳細さえ確定しておらずしかも競争試験化しつつある新司法  

試験の「不安な壁」を数年後に控えて、大量に課される日々の課題と悪戦苦闘して  

いる。現場の教貞のミクロ的な取組みだけではなく、最小限の財源とスタッフでそ  

の設営を企図する大学および政府の国家的社会的責任の遂行が、厳しく問われてい  

るのである。   

法科大学院制度は、そもそも、それ自体が大きな教育改革の試金石ではあるが（川  

嶋四郎「法学部・法科大学院の授業はこれからどうなるのか一21世紀における『大  

学教育の理想像』を求めて一」法学セミナー593号42貢〔20掴年〕を参照）、その  

創設の過程には、様々な政治的妥協が存在し、その制度の内外に様々な矛盾を率ん  

でいるがゆえに、数多くの意欲的な学生の入学にもかかわらず、これからの展望は、  

必ずしも明るいとは言えないのである。   

そのような中で、Hess教授の本論文では、専門法曹の教育のあり方について、ア  

メリカのロー・スク←ルにおける相当の議論を踏まえた上で、ロー・スクール学生  

の貴重な指摘や意見を十分に汲み取り、様々の示唆的な提言を行うのである。そこ  

では、学びの場において、教育を行う者が、学び手の意見に「茸を傾け対話を行う  

ことの価値」を、再認琴させてくれる。   

おそらくそこに、この国における法科大学院教育が、ある種の混迷状態から脱却  

できる糸口を見出すことができるであろう。なお、その糸口としては、単に、その   
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実体的な内容だけではなく、手続過程が重要な意義をもつことにも、注意が払われ  

なければならないであろう。   

ただし、法科大学院教員は、21世紀の日本の司法を担う優れた法曹を育成すると  

いう崇高な理念を堅持し、学生に阿ねることなく、安易な妥協に流されない自負と  

斡持を維持し続けるべきであろう。   

なお、本論文の著者Hess教授には、この論文の主題に関する議論をより一層深化  

させたものとして、GeraldF．Hess，HeadsandHearts；TheTeachingandLearn－  

ingEnvironmentinLawSchool，52JoufnalofLegalEducation，76（2002）があ  

る。  

〈補遺〉   

なお、Hess教授には、ロー・スクールにおける法学教育を首尾良く実施するため  

の「7つの原理」について論じた興味深い論考もある。それが、Gerald F．Hess，  

SevenPrinciplesforGoodPracticeinLegalEducation；HistoryandOverview，  

49JournalofLegalEducation，367（1999）である。   

以下では、この「法学教育の良き実践のための7つの原理：その虚史と概観」に  

ついて、簡単な紹介を行いたい。   

1）序   

ロー・スクールにおける法学教育の良き実践を行うための「7つの原理」は、学  

部教育の良き実践のための「7つの原理」に基づいて形作られた。学部教育の「7  

つの原理」は、何十年にもわたる学部段階における教育とそこでの学習の調査研究  

の結果、形成されたものである。   

法学教育の良き実践を行うための「7つの原理」は、以下の通りである。  

①良き法学教育は、学生と教員の関係をより緊密なものにすることで可能となる。  

②良き法学教育は、学生間の協働関係をより促進させることで可能となる。  

③良き法学教育は、積極的な学修活動を奨励することで可能となる。  

④良き法学教育は、教員や学生に即座の応答を促すことで可能となる。  
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⑤良き法学教育は、様々な業務における時間の意義を強調することで可能となる。   

⑥良き法学教育は、教員が学生たちに高い期待を伝えることで可能となる。  

⑦良き法学教育は、多様な能力や学修の仕方に敬意を払うことで可能となる。 

2）学部教育の良き実践のための「7つの原理」の展開  

1980年代の初め、学部教育の質に関する懸念によって、その「7つの原理」の確  

立で最高潮を迎えた一連の出来事が行われた。1980年代の中頃、AAHE（The  

AmericAnAssociationofHigherEducation）は、いくつかの報告書を出し、かつ、  

学部教育の向上に関する一連の会議を主催した。AAHEのメンバーのZeldaGam－  

SOnとArthurChicheringは、学部教育の質の向上を探究するプロジェクトに着手し  

た。   

また、JohnsonFoundationも、その研究に貢献する研究者たちのタスク・フォー  

スの会合をサポートした。一般に、ほとんどの人間は、5つから9つの事項を心に  

留めることができるという調査研究に従い、Gamson＆Chicheringは、基本原則を  

限定することに努力した。その目的は、諸原則を、理解しやすく、実践的であり、  

かつ、広く受け入れ可能なも 

「学部教育における良き実践のための7つの原理」の最終版は、AAHE Bulletin  

の1987年3月号で公表された。最初の18ヶ月で15万部以上が公刊され、この10年間  

を見ても、何万部も公刊された。数多くの会議やFDで、その具体化のあり方が議  

論され、その原則をめぐる書物や論文も刊行された。WinonaStateUniversityは、  

TheSevenPrinciplesResourceCenterを設立し、その「7つの原理」の普及に努  

め、また、その研究のための資料収集に努力した。要す為に、その「7つの原理」  

は、学部教育における教育と学修の向上のための論題を呈示したのであったム   

3）なぜ、「7つの原理」を法学教育に適用するのか   

その7つの原理が、ロー・スクールにおける法学教育にも適用されるべきである  

とする根拠は、それを理解し実行に移すロー・スクール教員は、法学教育における  

教育と学修の質だけではなく、教員と学生の個人的な満足の質をも顕著な形で向上  

させることができると考えられるからである。  
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「7つの原理」は、端的に言って、学生志向であり学修志向である。vその原則の基  

礎となった多くの研究は、「学生は、概念や技法をどのようにして学ぶか」、「その授  

業において何が学生に一所懸命に学ぶモチベーションを与えるか」、および、「どの  

ような関係や経験が、学生に相当大きなインパクトを与えるか」といった問いを契  

機とするものであった。 

どのような質問に基づく経験的な調査によって、「7つの原理」は、例えば次に記  

すような効果的な学修に関する基礎的な考え方を示すのである。  

①教室の内外で学生と教員が緊密にコンタクトをもつことは、学生のモチベー   

ションの形成にとって、最も重要な要因である。  

②良き学修とは、良き仕事と同様に、競争的でも孤立したものでもなく、協働的   

でありかつ社会的である。  

③学生たちは、異なる学修能力や学修スタイルを有しているので、学修には多く   

の道がある。  

④高い期待をかけることは、あまり進んで準備をしない学生に対してだけではな   

く、また、モチベーションの商い賢明な学生にとっても、重要である。  

「7つの原理」は、教員に、教育の質を向上させるための概念的な枠組みを提供す  

る。  

①学生は、彼らが学んでいることを語り、それを書き記し、過去の経験に関連づ   

け、そして、それを日常生活に応用しなければならない。  

②学生は、向上への示唆を得るための頻繁な機会を必要としている。  

③学生自身の考え方を共有しかつ他人の考えに応答することによって、学生は、   

思考力を向上させかつ理解を深めることになる。  

④学生は、その能力を表現しかつ有効な方法で学ぶ機会を必要としている。   

効果的な教育・学修環境は、学生と教員の個人的な満足を向上させることができ  

る。「7つの原理」は、教室内外で学生・教員間に存在する多くのネガティヴな課題  

71（1・200）200   



F36 71HoseiKenkyu（2004）   

に取り組んでいる。それは、学生・教員間の疎遠かつ非人間的な関係、学生間の競  

争的かつ孤立的な関係、受動的な教育・学修手法、教育や学修についての継続的な  

反省の欠如、および、低い期待である。  

「7つの原理」によって、教員と学生は、相互に尊敬し合いかつそれぞれの目標を  

達成できる環境を創造することができる。教室の内外で互いに協働的な学修を行う  

ことのできる機会をもつ学生は、互いに理解を深めることができる。また、学生は、  

多様で積極的な学修方法を採用し、その達成度に関する定期的な教員のコメントを  

受け、その学修の成果を公表する機会に恵まれ、かつ、高い期待を抱き続けるなら  

ば、ロー・スクールで成功する蓋然性が高くなる。学生の成功は、教員とその喜び  

を共有できるのである。   

4）「7つの原理」の法学教育への応用  

「7つの原理」は、1980年代の中頃に提示され、その後、 

しかし、ほとんどのロー・スクール教員は、現在その原理をあまり知らない。それ  

を、ロー・スクール教育に導入するために、TheInstituteforLawSchooITeaching  

は、1998年の夏に会議を主催し、そこでは、4つの主題について討論が行われた。  

（∋各原則の実証的な基礎  

②各原則をロー・スクール教育の環境に応用するさいの仕方  

③ロー・スクールにおいてその諸原則を実行に移すさいの障害  

④その障害を克服するための戦略   

参加者は、「7つの原理」のロー・スクール教育の文脈における多くの論点を明ら  

かにした。   

①ロー・スクール教育における「7つの原理」の妥当性に関するより一層の調査・  

研究の必要性   

②「7つの原理」をロー・スクールで普及させることの利点   

③ロー・スクール教員、学生および大学管理者が、授業やコースがどのように「7   
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つの原則」を反映しているかを調査・検討できるように、教員、学生および大   

学管理者を教育する価値  

④「7つの原理」の実現をサボ十トする教授会やロー・スクール長の本質的な役   

割  

⑤法学教育に特有の目標等に妥当する、良き実践のための追加的な原理の確定   

この会議以降、「7つの原理」の法学教育への応用について、議論は深化した。  

JournalofLegalEducatiorlの本号は、まさに重要なワンス・ステップである。   

なお、「7つの原理」に関しては、上記・ビデオ教材『ロ←スクールの教え方』の  

莱（町村泰貴解説）も参照。  

（次号に続く）  
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